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推薦論文

死後のデータを残すか消すか？：
追悼とプライバシに関する一考察

折田 明子1,a) 湯淺 墾道2

受付日 2019年7月15日,採録日 2020年1月16日

概要：インターネットやデジタルデバイスの普及にともない，死後残されるものは形あるものに限らずデー
タを含むようになった．故人が残すものには私的な追悼や史料としての価値もあるが，死後の個人情報や
故人のプライバシに関する制度は未整備である．本論文では日常的にインターネットを利用している大学
生を対象としてアンケート調査を実施した．その結果，故人のデータについて史料としての有用性は認め
つつも，プライバシへの懸念があること，また死後のデータの扱いについては，自分のデータであれば削
除や遺族に任せる傾向があるが，家族や友人のデータは残したい，あるいは判断できないといった対照的
な傾向が見えた．死後のデータの扱いについて，故人当人の意思表示やと遺族が何を根拠して判断すべき
かなど，プライバシと同時に遺族の追悼感情や後年の歴史的な価値を考慮したうえでのルール作りの必要
性が見えてきた．
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Abstract: In the digital age, death is followed by many issues, such as inheritance of digital assets, mourning
by the bereaved, and the privacy of both the deceased and bereaved. This paper introduces the results of
questionnaire on university students about their impressions and intentions towards post-mortem data. As
a result, they consider values of digital remains as well as privacy of the deceased. There are contrasting
results on intentions of treating post-mortem data as a deceased or as a bereaved. Thus, it is necessary to
develop legal systems treating post-mortem data considering their intentions and values in both personal and
historical contexts.
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1. はじめに

故人が残した写真や日記，手紙などさまざまなものは，

個人的な形見として子孫の目にふれたり，あるいは博物館
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の史料として研究者や一般の人の目にふれたりしてきた．

すべての世代において幅広くデジタルデバイスやイン

ターネットが利用される現状において，個人がその死後

に残すものは，形あるモノに限られなくなった．背景の 1

つに，高齢者によるインターネット利用の増加がある．情

報通信白書によれば，2017年時点で 70代の 46.7%，80歳

以上の 20.1%がインターネットを利用しており，なかでも

本論文の内容は 2018 年 9 月の第 81 回電子化知的財産・社会基
盤研究発表会にて報告され，同研究会主査により情報処理学会論
文誌ジャーナルへの掲載が推薦された論文である．

c© 2020 Information Processing Society of Japan 1023



情報処理学会論文誌 Vol.61 No.4 1023–1029 (Apr. 2020)

ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）について

は，60代以上の 30.7%が利用している [1]．さらに若い世

代であれば，日常的なコミュニケーションをデジタルデバ

イスによって行っているうえ，今後数十年の生涯にわたっ

てデジタルデータを蓄積することとなる．すでに，米国に

おける青少年を対象にした研究では，SNSによって故人と

のアタッチメントを継続するプロセスで死を受容している

ことが報告されており，SNSが若年層の同年代の追悼にお

いて重要な役割を果たしている状況がある [2]．

各サービスのアカウント情報，他者とのやりとりの記録，

自身のライフログなど多種多様なデータは，パソコンやス

マートフォンなどのデバイスに格納されているだけでなく，

クラウド上にも存在する．これらのデータは，生前であれ

ば，個人情報保護法や EU一般データ保護規則（GDPR）

などの制度によって利用者本人の意向に基づいて保護され

る．だが，これらの法制度においては，死後のデータの扱

いは明確に規定されていない [3]．ただし，日本の個人情

報保護法では，死者に関する情報が遺族などの生存する個

人に関する情報でもある場合は，当該の生存する個人に関

する情報として対象としている．さらに，現状では，都道

府県の 66.0%（31団体）ならびに市区町村の 57.0％（992

団体）が個人情報の範囲に死者に関する情報を含めてい

る [4]．死者の名誉や人格的利益を守るためや，保有してい

る情報が生存する個人のものか死者のものかを分別するこ

とが困難なことがその理由となっている．

死後残される個人情報やパーソナルデータは，誰がどの

ように判断して扱うべきなのだろうか．仮に故人本人が削

除したいという意向を持っていたとしても，そのデータが

数十年後あるいは百年後に歴史的な価値を持つ史料になる

可能性は無視できない．また，残された遺族が追悼目的で

データを残すことを希望するかもしれない．

本論文では，個人が自ら書いたり発信したりした情報を

対象とし，死後のデータの意味について，追悼，歴史的資料

としての価値，そしてプライバシという 3つの観点から整

理する．続いて，インターネットを日常的に利用しコミュ

ニケーションの多くがデジタルデータとして今後も蓄積さ

れうる若年層である大学生に対して実施したアンケート結

果について述べ，今後検討すべき課題について考察する．

2. 関連研究

2.1 歴史的資料

デジタル情報に限らず，故人が残したモノや写真，記録

は，歴史を振り返る貴重な史料でもある．本節では，デジ

タルデータではないが，個人的な経験を記したものや写真

が歴史的資料として活用できる例として，『暮しの手帖』の

取り組みをあげる．終戦から 22年後の 1967年，『暮しの

手帖』は戦時下の「庶民の日常の記憶」を集めようと投稿

を呼びかけ，集まった写真，絵日記，そして手記によって

特集号を組んだ．「なにに苦しみ，なにを食べ，なにを着，

どんなふうに暮してきたか，どんなふうに死んでいったか，

どんなふうに生き延びてきたか」（まえがき）を後世に残

すためとして，この特集号はより保存性の高い書籍で再度

出版された [5]．2018年には再度投稿が呼びかけられ，高

齢となった当事者から子や孫が聞き取って書いたものも対

象となった [6]．収録された手記は，戦時中は子どもだっ

た当事者らの視点から家族や近所の人達，親戚らなど関わ

りのある人達についても詳細に書かれているものが少なく

なく，当時の現実を多面的かつ詳細に知るにあたっての貴

重な史料であり歴史の証拠でもある．当時の軍事郵便の写

真や，引揚げ時の物品の写真といった個人的な遺品も，戦

後 70年を経過したからこそ，出版物への掲載がかなった

といえる．戦後 70年が経過したゆえに話せたということ

や，当事者達が亡くなったことを機に話せたということも

書かれている．なお，このような歴史の継承にあたっては，

「モノ」がなくなれば記憶を受け継ぐことは非常に難しい

ことを井出がダークツーリズムの文脈において指摘してい

る [7]．

戦争や災害といった悲しみの記録に限らず，当時の日用

品や手紙，日記，人が写った写真といったものは，生活や

社会情勢を具体的に知ることに役立つため，教科書や郷土

史，博物館の展示など，各所で目にすることができる．た

とえば，昭和初期の家族写真が名前付きで掲載され，「一

番小さな男の子が○○小 1年の○○さん（魚料理店○○経

営）」といったように，写真集発行時点の人物の個人情報に

言及されているものでは，本人の許諾を得ることは必要で

はあるが，過去から現在へ歴史がつながっていることが明

確に感じられるものとなる [8]．

2.2 デジタル情報と追悼

故人がデジタル情報を残すようになってからは，どのよ

うな取り組みがあったのか．ここでは，故人が自ら作成し

たコンテンツを対象として説明する．2000年代には，故

人の個人 webサイトをリンク集として別のサイト上に集

め，その死を悼むといった動きがみられた．これらはサイ

バー記念碑（Cyber Memorials）やバーチャル墓地（Virtual

Cemeteries）と呼ばれ，サイトの訪問者が電子掲示板に故

人へのコメントを書き込めるようになっていた [9]．近年で

は，Forever missed（https://www.forevermissed.com/）や

Legacy.com（http://memorialwebsites.legacy.com/）など，

無料あるいは有料で故人の写真や経歴をまとめたページを

作るオンライン追悼（Online Memorial）のサービスがあ

り，故人を名前で検索することができる．サービスによっ

ては，公開期間に期限がつく．また，Living Headstones

（https://www.monuments.com/living-headstones）のよう

に，追悼サイトへのリンクを QRコードにし，墓石に刻む

サービスも存在する．こうしたサービスでは生前に設定で
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図 1 Facebook における追悼アカウント管理人設定

Fig. 1 Setting for a legacy contact on Facebook.

きるものもあり，死後の自分に対する評判をコントロール

することが可能になったという見方もある [10]．

2019年時点，サービスによっては SNSの利用者が，死

後そのアカウントを「追悼アカウント」として保存する選

択肢がある．たとえば，Facebookでは，プロフィールの

名前の横に「追悼」と表示される．Instagramでは外見上

の違いはないが，「いいね！」を含めページの変更はいっさ

いできない．追悼アカウントでは写真や投稿は残され，生

前のプライバシ設定に応じて，友達はその内容を見ること

ができるが，検索結果には表示されない．Facebookでは，

「設定」→「アカウント管理」という利用者がアクセスし
やすい画面から，「追悼アカウント管理人」を指定し，プ

ロフィールへの投稿や，新たな友達リクエストへの対応，

さらにアカウント削除のリクエストを任せることができる

（図 1）．生前に管理人が指定されなくとも，遺族からのリ

クエストによってアカウントを追悼アカウントに変更する

ことは可能である．なお，Facebookの追悼アカウントは，

2007年 4月にバージニア工科大学で発生した 33名が死亡

する銃乱射事件の後，その犠牲者となった故人のアカウン

トを無期限に残したいというリクエストが殺到したために

整備された．それまでは，利用者の死後 30日でアカウン

トは削除されていた [11]．

一方，死後に故人のデータを残すことについては，2つ

の見方がある．1つは，故人との絆を継続することにより，

悲しみを受容する「継続する絆理論」（Continuing Bond

Theory）に基づくものであり [12]，故人のデータを残し閲

覧することが遺族にとって悲しみの受容を助け，伝統的な

葬式に代わるものになるという見方である [13]．もう 1つ

は，残されたサイトに長期にわたって故人へのコメントが

投稿され続けることが，見る人に苦痛をもたらし続けると

いう見方である．Brubakerらは故人のアカウントを自ら

自分のネットワークからは削除するといった意識的な行為

が必要だと指摘し [14]，大谷は家族や友人・知人にとって

は，故人のサイトは亡くなった人々の記憶をとどめ，想起

するための “よすが”となる一方で，残された人々の状況

によっては，大切な人の死亡の事実をことさらに意識させ，

後悔が募ることもありうると指摘した [15]．

2.3 プライバシの問題

故人が残したものに関するプライバシ問題は，デジタル

情報以前から存在している．たとえば，現代史にかかわる

話では，関係者や近い親族が存命中ゆえに何が起きていた

のかを掘り下げにくく，現在生きている人達を糾弾するこ

となく記憶を承継することの困難さへの指摘がある [7]．そ

れゆえに，2.1節で述べたように，数十年が経過して初め

て公開され共有されるエピソードがある．

残されるのがデジタル情報であれば，さらにプライバシ

の問題は深刻なものとなる．データは複製が容易であり，

かつソーシャルメディアのように他者との交流それ自体や，

交流から生まれる情報もプライバシ保護の対象となり得

るからである．ただし，故人のプライバシ（post-mortem

privacy）については，いずれの国・地域の法制度において

も明確に概念化し保護するには至っていない [16]．

湯淺らは故人のプライバシの実運用について，3種類に

分類している．第 1は，生存する相続人や親族に決定を委

ねるもの（ブルガリアやエストニアが採用），第 2はデータ

保護法制ならびにプライバシ保護法制の適用対象を死者に

も拡大するもの（フランスが採用），第 3は財産権的な保護

への転換を図るもの（アメリカのいくつかの州で採用）と

いうものである [3]．

ソーシャルメディアに関しては，特に他者とのかかわり

というデータの扱いを考える必要がある．サービスによっ

ては，利用者間の情報共有範囲の設定も異なり，仮に相続

者が故人のアカウントにログインできたとすれば，他の

利用者が故人に対して共有や開示していた情報を相続者

が目にすることとなり，故人だけでなく，生存する他の利

用者のプライバシ侵害にもつながりかねない．たとえば，

Instagramでは「同時にそのアカウントを凍結することで

故人のプライバシ保護に努めます」とし，Pinterestでは

「Pinterestのユーザのプライバシを尊重するために，アカ

ウントに含まれるいかなる個人情報またはログイン情報も

提供することはできません」と説明するなど，故人にもプ

ライバシという言葉を用いている．

利用者本人が決定できるものでは，Googleが 2013年 4月

から開始した「アカウント無効化ツール（Inactive Account

Manager）」がある．これは，あらかじめ指定した期間（3～

18カ月）にアカウントのアクティビティがなくさらに設定

された連絡先への連絡に反応がないことが判明した時点で，

設定しておいた方法でデータが処理される（削除あるいは

共有）ものである．これにより，たとえば配偶者にはメー

ルと写真，親友にはブログとYouTubeといったように，相

手ごとにどのサービスのコンテンツを譲渡するかを指定す

ることができる．先述した Facebookの追悼アカウントの

管理人と同様，生前に設定しておくことで，故人の意思を

死後のデータの扱いに反映させる仕組みの 1つといえる．

一方，2018年 7月には，ドイツにて相続者によるアカウ
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ントへのアクセスを認める判決が出た．故人の母親が，亡

くなった娘の Facebookへのアクセスを求めたものであり，

裁判所はアカウントを日記や手帳と同様の遺産に相当する

と判断した [17]．これは，湯淺らが分類した「生存する相

続人や親族に決定を委ねる」ケースといえる．今後，同様

の判断がなされる場合には，故人と「友人」としてつなが

り，情報共有範囲としている，生存する利用者の情報やそ

のプライバシの保護を検討する必要がある．特に，日常的

なコミュニケーションの大半をソーシャルメディアやメッ

セージングサービスで行っている世代では，故人本人がつ

ながる友人の範囲は大きい．

3. 調査

3.1 調査実施概要

死後残されるデジタルデータの扱いについて，自らの

データや他者のデータはどのようにとらえられているのか．

本論文では，日常的にスマートフォンでインターネット上

のサービスを利用し，デジタルデータを蓄積しつつある若

年層の意向を明らかにすることとした．高齢者でなく若い

世代を対象としたのは，デジタルデバイスを介したコミュ

ニケーションが一般的であり，かつ今後数十年にわたって

デジタルデータを蓄積するであろうことから，今後のサー

ビス設計への方向性をみるためである．

本調査では，首都圏にある私立大学Aにおいて「ネット・

コミュニケーション」科目を履修する大学生（1–4年生）を対

象とした．オンラインアンケートシステム SurveyMonkey

を利用し，授業内にアナウンスをしたうえで実施した．本

調査は無記名によるものであり，かつ調査への回答は強制

ではなく，目的と内容についての説明に同意した学生のみ

が任意で回答した．この科目は，基本的なインターネット

利用リテラシについて学ぶ内容である．アンケートの実施

時期は個人情報やプライバシについての講義は未受講の状

況であった．実施時期は 2018年 6月 22日～25日，回答

者数は 60名（男 29名・女 31名），回答者の年齢内訳は 10

代 42名（70%）20代 18名（30%）である．すべての回答

において性別による有意な差はみられなかった．

アンケートの構成は次のとおりである．まず，家族や親

族の写真や遺品について聞いた．続いて，数十年以上前の

故人に関して博物館における個人的な資料の展示，具体的

な人名をあげたうえでの史料の扱い，その後は現在の故人

に関して事件・事故の被害者の SNSの報道利用について聞

いた．最後に，死後残すデータおよびモノについて，自身

が故人になった場合と遺族になった場合について聞いた．

3.2 結果

3.2.1 亡くなった家族・親族の写真や遺品

家族や親族の写真や遺品について感じることについて複

数回答で聞いた．その結果，「長く残しておきたい」，「大切

図 2 アインシュタインの日記発売について（複数回答）

Fig. 2 Einstein’s travel diary (MA).

なものである」（いずれも 68.3%）が上位であり，「懐かし

くなる」（56.3%），「たまに眺めたい」（45.0%）が続いた．

一方，「滅多に眺めることはない」は 3.3%と少数であり，

「近々処分したい」，「特に大切なものではない」を選んだ回

答者は 0であった．

3.2.2 史料としての日記について

2018年 5月に発売されたアインシュタインの日記に人種

差別的記述が含まれていたことを示したうえで，史料とし

ての評価およびプライバシ，日記公開の可否についての選

択肢を用意した．結果は図 2 のとおりである．史料として

の価値を認める選択肢が上位であった．日記の著者本人お

よび書かれている人のプライバシ侵害を認めるものはいず

れも 13.3%にとどまった．日記の公開範囲については，「研

究者に限定」が 26.7%と最多であるが，「公開すべき」が

20.0%と続いた．処分すべきという意見は 1.7%であった．

3.2.3 展示や報道について

過去の故人の扱いについては，博物館における個人的な

手紙や写真の展示について，現在の故人の扱いについては，

報道における故人の SNSの利用について，それぞれ別の

質問として 4件法で聞いた．ただし，これらの 2つの質問

についてはアンケートシステムの設定において「分からな

い」，「無回答」という選択肢が未設置であり，かつ設定不

備のために欠損が発生した．博物館の展示についての質問

では，最大 21件（35%）の欠損があった．欠損を含めた

場合と除外した場合で，項目間の有意差に違いはなかった

が，平均値の差は 0.64から 0.95となったため結果は分析

に用いないこととした．

事件・事故の犠牲者の SNSの報道利用の質問について

は，欠損が最少 3件（5%），最大 7件（11%）であり，欠損

を含めた場合と除外した場合，項目間の有意差に違いはな

く平均値の差は 0.14から 0.34となった．この結果を表 1

に示す．欠損となった意図が不明のため，加重平均は用い

ない．それぞれの項目に対し「そう思う」とした回答者の
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表 1 犠牲者の SNS の報道利用について（4 件法）

Table 1 Victim’s social media on mass media (four-point

scale).

図 3 自分の死後の意向

Fig. 3 Intention for postmortem handling (as deceased).

割合が高いものは，「亡くなった方の個人情報やプライバ

シーが侵害される」（53.3%）と，「事件の悲惨さをより強く

感じる」「SNSを報道に使う必要はない」（いずれも 43.3%）

であった．

3.2.4 自分が死んだとき・家族や友人が死んだとき

死後残す，あるいは残されるデータやメッセージについ

て，自分の死後と家族や友人の死後それぞれにおける意向

を聞いた．結果は図 3 および図 4 のとおりである．自分

自身に関しては，残すよりも他の遺族に任せる，削除する

という傾向があり，対照的に，家族や友人に関しては残し

ておきたい回答が多く，削除したいという回答は少数とい

う傾向にあった．

ただし，残しておきたい，または削除したいという意向

が最多だったものは，自分と家族や友人のデータで共通

していた．「写真（現像したもの）」（自分：36.4% 家族・

友人：78.7%），「写真（データ）」（自分：25.7% 家族・友

人：71.4%）は残したいものであり，「Twitterや Instagram

のアカウント」（自分：51.3% 家族・友人 11.1%）は削除し

たいものとして，いずれにおいても最多であった．

自分の死後の遺品・データの種類の関連については，「日

記や手紙」と「電子メール」には強い正の相関（.749**）

がみられたほか，「LINEの記録」（.639**），「写真（デー

タ）」（.632**）には正の相関がみられた．このほか，「電

子メール」と「写真（データ）」（.635**），「LINEの記録」

（.631**）にも正の相関がみられた．

図 4 家族・友人の死後の意向

Fig. 4 Intention for postmortem handling (as bereaved).

家族や友人の死後の遺品・データの種類における関連に

ついては，強い正の相関がみられたものはなかったが，正

の相関がみられたものは「日記や手紙」と「電子メール」

（.670**），「LINEの記録」（.536**），「Twitterや Instagram

のアカウント」（.525**），「PCのデータ」（.626**）であっ

た．また，「電子メール」と「写真（データ）」（.516**），

「LINEの記録」（.664**），「Twitterや Instagramのアカウ

ント」（.656**）にも正の相関がみられた．

4. 考察

4.1 遺族としての立場と当事者としての立場の違い

本調査では若年層の一部である大学生を対象とし，かつ

10代から 20代であったことから，自分自身の死はまだ身

近な年齢とはいえない．回答者によっては家族や友人の具

体的な死に直面した経験を持っている可能性があるがこの

調査ではその区別はできていない．全般的な結果として，

家族や友人の写真や日記などの遺品やデータは残したい

が，自分のものについては削除したいという相反する傾向

が見えた．

家族や友人の死を想定し自分が残される立場とした問い

においては，亡くなった家族らが残したもの全般および写

真や手紙，個別のデータの扱いに関する問いのいずれにお

いても，残しておきたいという傾向は共通していた．特に

写真は現像したもの，データともに残しておきたいという

回答が 70%を超えており，写真データを削除したいという

回答はゼロであった．パソコンやスマートフォンのデータ，

ソーシャルメディアのアカウントについては，ほかの遺族

に任せる，今は判断できないという回答のポイントが高

い．自分自身のデータではなく，家族や友人のデータであ

るゆえに自分が決めるべきものではないという判断があっ

たのかもしれない．残しておきたいという回答が 60％に

のぼった日記や手紙（紙）の扱いについては，電子メール，

LINE，ソーシャルメディアおよび PCのデータと正の相

関関係があり，大学生世代にとって，これらが近い位置づ
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けにあることが推測できる．

対照的に，自分のものやデータへの意向は，同じ選択肢

を示した家族・友人の問いとは異なり，すべての項目にお

いて，削除したいという回答がより多数となった．また，

今は判断できないという回答の割合は自分が遺族となった

場合と比較して少なく，自分のデータについては現時点に

おいて何らかの意向があることが示された．この意向は必

ずしも保存や削除といった具体的なものではなく，むしろ

「遺族に任せる」が大きな割合を占めている．Twitterや

Instagramのアカウントのみ，遺族に任せるよりも削除し

たい意向が明確に表れた．また，日記や手紙（紙）と電子

メールには強い正の相関がみられたほか，写真（データ）

と LINEの記録にも正の相関がみられた．写真のデータ以

外は他者とのコミュニケーションツールであるが，写真も

他者との共有をするなど，他者とのかかわりにおいて近い

位置づけがなされている可能性がある．

このように，自分が故人となった場合と家族や友人が故

人となり自分が遺族となった場合では，削除や残す，遺族に

任せるといった意向に違いがあることが見えた．このこと

から，残されたデータの扱いを判断するための根拠やルー

ルの必要性が見えてきた．先行研究であげたように，生存

する相続人や親族に決定を委ねるのであれば，遺族の意思

どおり「残す」可能性が高くなるかもしれないが，それが

故人の生前の意思と一致するとは限らない．また，プライ

バシ保護法制の適用対象を死者にも拡大するのであれば，

生前に示された意思やサービスにおける設定に沿ってデー

タを「削除する」可能性が高くなるかもしれない．2.2節

で述べた Facebookにおける「追悼アカウント管理人」設

定のほか，2.3節で述べたGoogleが提供する「アカウント

無効化ツール」などは，生前にデータの扱いを決めておけ

る手段であり，残された遺族がデータの扱いを判断する根

拠でもあるといえるだろう．

4.2 史料としての有用性とプライバシ懸念

アインシュタインの日記を例にした問いでは，史料とし

ての有用性を示す回答が多数を占めた．なお，プライバシ

への配慮については，アインシュタインの日記を「研究者

に限定すべき」という回答が一定数を占めており，公開範

囲を限定することが，史料としての価値とプライバシの両

立の一案ととらえられた可能性がある．

事件・事故の報道のように現在において発生しうること

についての質問では，故人本人のプライバシの懸念や SNS

を報道に使う必要はないという回答が多数を占める結果と

なった．ただし，この設問では欠損も発生しており，回答

者によっては判断が難しかった可能性もある．

5. おわりに

本論文では，死後のデータの意味について，先行研究の

整理および大学生を対象としたアンケート結果から考察を

行った．残される側は，故人のものを残しておきたいが，

自分が死ぬときには削除したいというように，相反する意

向が見えたり，史料としての有用性は認めつつも亡くなる

方の SNSデータの報道利用についてプライバシへの懸念

が見えたりするなど，状況によって相反する結果が見えた．

死後のデータの扱いについて，誰の意向を最も優先すべき

なのか．個人の死後も，そのデータの取り扱いは生前の本

人の意向を反映させるべきだと考えるならば，削除を望ま

れたデータは削除し，残すことを望まれたデータは残すこ

とになる．だが，残される側が故人を悼む意味でも残して

おきたいと望んだ場合でも，やはり故人本人の意向が優先

されるべきであろうか．特にオンラインに残され，生存す

る「友達」との関係性が保たれたままとなる SNSデータに

関しては，相続というスキームで扱うべきか否かも考える

必要がある．2.3節でふれた Facebookへのアクセスを遺

族に認めた判決は，その課題の 1つであろう．さらに社会

的な価値という意味では，その故人のデータは，後年歴史

的な価値を持つ史料になる可能性も考慮する必要がある．

直近の出来事については，故人や関係者のプライバシが意

識されることはアンケート結果にも表れていたが，史料と

なった場合は有用性がより重視される．たとえば著作権に

ならって，ある程度の年数故人のデータを秘匿しその期限

が切れた際には閲覧ができるといった解決策もありうるで

あろう．

死後残されたデータの扱いについては，日常生活におけ

るデジタルデバイスの利用状況や，人間関係におけるコ

ミュニケーションの方法，目的などが影響すると考えら

れる．今後は，幅広い年代やサービスの利用状況と死後の

データの扱いに対する意向の関係性を明らかにしつつ，現

行の法制度やサービス設計ではどのような判断が可能であ

りかつ何が足りないのか，そして当人，遺族，そして社会

にとって死後のデータを尊重することの意味について検討

を進める．
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推薦文

著者は早くから人が死を迎えた際，死者が SNS上など

に生前残した情報の死後の扱いという新規的かつ独創的な

問題に取り組んできた．本論文ではその後の情報技術の環

境変化にともなって死後に残されるものがデータ化される

ことがもはや一般的になりつつある環境下での死後のデー

タについて，追悼，史料，プライバシという 3つの観点か

らその意味を議論する必要性を指摘し，故人と遺族との間

の意思尊重のバランスという情報と人間の関わりの中でも

最も重い人格的課題をアンケート調査の結果から指摘して

いる点で今後の社会全体への影響が大きい．以上から本論

文は論文誌ジャーナルに推薦するに相応しいと思われるの

で推薦する．
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